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はじめに

　現代半導体企業を分析する枠組みは，どのように設定できるだろうか。日米

両国の半導体企業の経営行動は，現代の情報技術革新に及ほす影響力がきわめ

て大きい製晶を生産し，かつ日米両国の産業競争力にも多大な影響を及ぼして

いることから，大きな注目を集めている。また，半導体企業が依然として日米

両国の経済摩擦の対象の一っである製晶を生産しているという事実からも，そ

の注目は高まっている1）。

　これらに加えて，半導体企業が注目されるのは，その経営行動のありようの

分析が，現代企業を論ずる場合に新しい問題を提起すると考えられているから

である。半導体産業は技術革新が速いことで知られているが，このことは常に

半導体市場で競争を続ける企業の経営行動に大きな影響を与えずにはおかない。

また，市場形成のかなり早い段階から市場がグローバル化していることも，そ

こで競争する企業の経営行動に大きな影響を与えている2）。

　このように半導体企業をとりまく環境は，現在進行しつつある経済システム

の転換と深く関わっている。この経済システムの転換は，基本的には企業ソス

テムの転換によってもたらされる3）が，半導体企業の経営行動はこうした企業

システムの転換ないしは変容を考察する上で，重要な研究対象の一つである。

　ところで，半導体企業の経営行動を明らかにする際に問題になるのは，数多

くのタイプの企業が存在し，それらが企業間競争を繰り広げていることである。

半導体事業のみを専業的に行っている企業もあれは，エレクトロニクス企業が

その一事業として取り組む場合もある。また，事務機器企業や鉄鋼企業が多角
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化の一環として市場参入しているケースがあったり，半導体の開発だけ，ある

いは開発と販売を行って生産は他企業に委託するいわゆるファフレス企業も存

在する。こうした多種多様な企業が様々な製晶市場で競争関係を取り繕んでい

るわけで，こうした企業間関係を説明できるような分析枠組みが必要である。

　さらに，産業や企業の研究史において，企業の実体的把握や企業間関係の把

握を行うことと関連して企業理論の検討が行われてきた。そこで，これまでの

理論的成果を批判的に摂取し，半導体企業の分析枠組みを構築していくことが

求められている。

　本稿の課題は，現代半導体企業を分析する枠組みを提示することである。現

代半導体企業の分析枠組みを明らかにするには，戦略と組織構造の関係性を分

析の中心におくことが必要になる。結論的に言えば，戦略論を媒介にして企業

組織論と企業間関係論を接合することによって，現代半導体企業論が構築でき

ると考えている。

　以下では，まず産業研究を行う際の主要な分析枠組みとして岡本博公の企業

類型論とポーター（M　E　Porter）の競争戦略論を取り上げ検討する。次に企

業研究を行う際の分析枠組みの一つとして坂本和一の企業理論を取り上げ検討

する。最後に，これらを踏まえて，半導体企業の分析枠組みの提示を行う。

1）　志村幸雄『2000年の半導体産業』日本能率協会マネジメントセンター，1992年。

2）　拙稿「半導体産業のグローバリゼーション」『産業学会研究年報』第5号，1990年。

3）　坂本和一『二一世紀システムー資本主義の新段階一』東洋経済新報社，1991年。

第1節　産業研究における企業類型論およぴ競争戦略論

（1）企業類型論と競争戦略論

　1）岡本博公の企業類型論

企業構造の類型の違いに着目して鉄鋼産業研究を行ったのは，岡本博公であ

る。岡本は，『現代鉄鋼企業の類型分析』（1984年）4）において，次のように企
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業類型論を提示している。

　まず，「鉄鋼業に限らず，一般に広い意味での産業は異質な企業群の集合体

であり，異質な企業群の多層的な集合関係と諸企業の競争と協調の具体的あり

ようが産業の多様な動向を特徴づけている」5）と指摘している。こうした理解

の上で，産業を構成する企業の質的相違を，企業の資本循環過程（＝企業の内

部構造）に見ている。具体的には，次のような分析を行っていく。第1に，購

買⑧生産⑧販売の各過程を分析し，それを有機的統一体として総合し，その相

互連関を分析するという作業を行う。第2に，諸企業の内部構造の相違から企

業類型を提示する。第3に，産業の全体構造のとの部分を各企業構造が担うか

を明らかにする6）。

　次に，岡本が，企業類型論による産業研究の有効性をとのように認識してい

るかを紹介する。第1に，現代の主導的産業部門には少数の巨大企業による強

固な独占体制が確立しており，企業構造の分析は，こうした強固な独占体制を

構築する巨大企業を，非巨大企業とは異質な，独自の企業構造としてとらえる。

第2に，現代の巨大企業の企業構造を非巨大企業のそれと峻別し，独自の企業

構造としてとらえることは，当該産業における巨大企業の独自な位置を明らか

にすることにある。巨大企業が非巨大企業をどのように排除しているかを論理

的かっ具体的に明らかにしうるからである。第3に，異なった企業構造で，異

なった位置にある現代の巨大企業と非巨大企業は，同じ分野で対等に競争する，

いわは並列的な対抗関係にあるのではない。第4に，非巨大企業を関連企業と

して自らの支配下に組織した少数の巨大企業が，それぞれとのような構造をっ

くりあげているかを問うことは，同時に独占体制の強固さのもう一っの要因，

巨大企業同士の協調と競争の具体的ありようを明らかにする7）。

　さらに，企業類型をとのように提示しているかである。岡本は，産業と企業

の関係を捉えるには，事業所の構造→企業の構造→産業の構造の三重の手続き

を経ることが必要であると主張している。事業所の類型を析出するには単純事

業所か統合事業所かを基準とし，企業の類型を析出するには単純企業か統合企

業かを基準としている。ただし，企業の類型の場合，まず生産の構造＝生産諸
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段階の垂直的統合度として把握し，次に過程的（購買亀生産⑧販売）諸機能の

統合を把握する二重の手続きをとっている。こうして，企業の構造類型の相逢

を把握していくわけであるが，生産の構造分析を行っていく際には，①事業所

の編成，②生産晶種構成とシェアの推移，③垂直的統合度という順序で検討し

ている8）。

　その結果，鉄鋼企業は，銑鋼一貫企業，普通鋼製鋼圧延企業，特殊鋼専業企業，

単純圧延企業の4っに大きく類型化されることを明らかにしている。そして，図1

のような諸企業類型の位置関係があるとしている。すなわち，第1に，企業クルー

プ＝産業コンツェルンレベルの中核は，銑鋼一貫巨大企業であり，それは自己完結

的である。第2に，一貫企業は主要な大ロソト⑱大量生産分野は企業レヘルの統合

構造で包括しており，鋼板単圧企業や単純製管企業も系列下へ組み込むことによっ

て補完したり，素材供給という手段で強い影響力を行使している。第3に，製鋼圧

企業は，素材供給が必須の要件ではないため，一貫企業に組み込まれている企業も

あるが，そうでない企業も存在するg）。「鉄鋼業では，巨大企業同士の強固な協調

構造と，非巨大企業同士の競争構造が，いわは相互に切離されて，並列的に共存す

ることになる」というのが結論である10）。

　　　　　　図1　鉄鋼業における諸企業類型の位置と産業コンツェルン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単純製管企業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、、｛丁㌘

　　　　　　　　銑鋼一貿企業　　　　　　　　　　　　’

警裏べへ、、f、璃；1各、翼姦、

　　　　　　　　　、∵黒咽。ダ

鉄屑、衰・．三三㌍ヂ
　　　　　　＼一崖着一唇ヨ．

単純製鋼企業　条鋼単圧企業

←製銑一一甲一一製鋼一→一一蝕延一一中一一A延一｝

出所）岡本博公『現代鉄鋼業の類型分析』ミネルヴァ書房
　　1984年，348ぺ一ジ，第7－7図
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　2）ポーターの競争戦略論

　次に，ポーターの競争戦略論を紹介する。ポーターは，『競争の戦略』（1980

年）11）において，産業を異なる戦略クループの集合として把握し，クループ間

の競争関係を明らかにしている。ここでの戦略クループとは，「各競争次元上

で同じか，あるいは類似の戦略をとっている企業のグループ」12）のことである。

競争戦略にっいては，次のように定義している。競争戦略とは，「業界内で防

御可能な地位を作り」13），そして，新規参入の脅威，父替製晶の脅威，売手の

交渉力，顧客の交渉力，競争業者間の敵対関係という「5っの競争要因にうま

く対処し，企業の投資収益を大きくするための、攻撃または防御アクショ

ン」14）のことである。そこで，各企業のとる基本戦略は，コストのリーダーシッ

プ，差別化，集中の3っである。普通，一っの産業内に複数の戦略クループが

存在しているが，異なった戦略クループヘ移動するのを防く移動障壁があるこ

とを意味している。

　このようにポーターは『競争の戦略』において，移動障壁論を発展させた戦

略グループ論を展開しているが，それ以前にすでに彼はケイブス

（R．E．Caves）とともに，産業組織論批判の一環として移動障壁論を取り上げ

ていた15）。それは，市場構造一市場行動一市場成果の関係が，反作用はある

とは言うものの，基本的には一方的因果関係であるとしてきた産業組織論を，

双方的因果関係であると批判し，さらには同一産業においても異なった行動様

式をとる企業クループが存在し，クループ間には障壁があるとして，参入障壁

論をさらに深める研究であった。競争戦略論は，こうした研究成果の上に形成

されたものである。

　次に，ポーターは『競争優位の戦略』（1985年）16）において，価値連鎖

（Value　Cha1n）にもとつく企業における競争優位のあり様を検討している。

価値連鎖は，「価値の全てをあらわすものであって，価値をつくる活動とマー

ジン」17）からなっている。価値をっくる活動は，主活動と支援活動から構成さ

れ，前者は購買物流，製造，出荷物流，販売㊧マーケティング，サービスに分

けられ，後者は調達，技術開発，人事幅労務管理，全般管理活動に分けられる
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　　　　　　　　　　図2　価値連鎖の基本形　　　　　　　　　　（図2参照）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業の競争優

　　支　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　位の源泉を分
　　援
　　馴　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　析するための

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基礎概念とし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　て，価値連鎖

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コンセプトを

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提案している

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　わけである18）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　そして，セグ
　　　　　　　　　　　　　主活動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メントの範囲，
　　出所）M　E　ポーター『競争優位の戦略』タイタモント杜，
　　　　　1985年・49ぺ一ソ・図表2　2　　　　　　　　　　統合の範囲，

地理的範囲，業界の範囲の4っの次元で示される競争分野の幅は，価値連鎖の

あり方と経済性を形成するため，競争優位に大きな影響を与えている19）。

　また，価値連鎖と業界構造を次のように関係づけている。ある会社の価値連

鎖の形は業界構造によって決まり，業界構造は競争業者の価値連鎖全部の合計

を反映したものとなるI20）。したがって，産業を構成する諸企業の価値連鎖を分

析することによって，当該する産業の構造の基本的要素を明らかにすることが

できるとしている。

　さらに，ポーターは同書で，企業戦略と競争優位の関係にっいて，次のよう

に述べている。「異業種ではあるが，なんらかの事業の間の相互関係を発見し

それを推進する会社が，ますます競争優位を確保しはじめたのである。この相

互関係とは，ソナジーの論拠とされた『適合』というとらえところのないもの

ではなく，価値連鎖のなかのすべての活動においてコスト削減や差別化強化を

達成する具体的機会のことである」21）。っまり，競争優位を実現するには，事

業単位戦略の寄せ集めではだめで，こうした企業戦略（彼は「水平戦略」22）を

とくに重視）を遂行する必要があると主張しているわけである。
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（2）企業類型論およぴ競争戦略論の評価

　1）企業類型論の評価

　まず，企業類型論の第1の評価であるが，現代産業の分析を行う上で，企業

の内部構造の違いから企業を類型化し，それぞれの類型が産業においていかな

る位置を占めているかを明らかにするということは，産業がそれを構成する諸

企業の集団であるということを踏まえるならは，非常に有益な分析方法である

といえる。何故なら，現代の産業は，異なった資源を有している諸企業から構

成されているからである。異質の資源を有する企業は，当然のことながら，市

場に対して同じ企業行動をとりえないわけで，このことが市場における企業間

の競争関係を特徴つけることになる。したがって、市場における企業間関係の

特徴を析出する上で，企業類型論は有益である。

　次に，第2点目の評価は，市場行動が市場構造を基本的に規定しているとい

う考え方に基ついている。これは，産業分析を行う上でかつて有効であるとさ

れてきた産業組織論が提示した市場構造が市場行動を規定するという考え方と

は逆である。もちろん，市場行動が市場構造を規定するといっても，それは基

本的関係であって，当然のことながら市場行動は市場構造から影響を受けてい

る。相互に作用しあっているわけだが，基本的には市場行動が市場構造を形っ

くっているという見解であると解すべきである23）。

　現代の諸産業は，融合化や業際化という表現が示しているように，従来の枠

組みがくずれ，産業構造の転換が急速に進んでいる。市場行動が市場構造を規

定するという考え方は，そうした事態を引き起こしている企業の能動性をより

強く意味づけできる。さらに言えば，市場構造が市場行動を規定するという考

え方は，その瞬間における産業分析には一定の有効性を持ち得るが，市場構造

自体の変化鶴変容までを説明するものではなく，したがって産業の変化をも考

慮にいれた分析をするには，適切ではない。こうした点でも企業構造類型論は

より現代性を有していると評価できる。

　第3点目の評価は，企業をいかなる存在として取り扱っているかである。現
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代企業，とくに巨大企業は製晶的あるいは地域的に複数にわたっていることか

ら，多角的に事業を営んでいる。こうした企業のことを，多事業統合企業ある

いは多角化企業と呼んでいる24）。同書は，こうした企業を前提にしておらず，

分析の対象となっている鉄鋼企業は，一定の多角化を行っているが，主要な事

業はもちろん鉄鋼事業であり，しかも論理的には鉄鋼事業のみを営んでいるこ

とを前提にして分析が進められている。これは，同書の限界というよりも，鉄

鋼業分析においては多事業統合企業を前提にした分析を必要としなかったと言

うべきである。

　第4点目の評価は，開発過程分析が企業の内部構造分析に組み込まれていな

いということである。企業の質的相違は，購買1生産⑧販売という資本の循環

過程の分析から導きだしており，開発過程や開発体制の具体的あり様が質的相

違の一要素とはなっていない。これは，日本の鉄鋼業が，技術を外国より導入

し，それを改良してより優れた生産工程を構築していったということでは各杜

共通しており，企業類型の相違，ひいては企業間関係に影響を与えるものでは

ないという認識が作用しているものと考えられる。現代のハイテク産業⑱企業

の会析を行う際には，この開発過程や研究開発部門のあり様の質的相違が企業

間の競争に大きな影響を与えていることを考慮に入れた分析枠組みが必要であ

る。1980年代初めの鉄鋼業分析において，開発過程や研究開発部門の分析はそ

れほと重要でなかったと評価するのが妥当であろう。

　2）競争戦略論の評価

　競争戦略論にっいての評価であるが，戦略の類似性によって企業をクルーピ

ングし，それを戦略グループと名付け，その集合を産業と見ているという考え

方は，企業類型論と類似した分析枠組みを持っているといえる。とくに上述し

た企業類型論で行った第1の評価は，競争戦略論にもほほあてはまる。ただ，

競争戦略論が最も注目するのは，企業の内部構造という捉え方ではなく，それ

一ぞれの企業が選択する戦略である。

　次に，ポーターは，市場構造が市場行動を基本的に規定するという関係を批

判し，むしろ市場行動の能動性を積極的に取り上げている。これは，市場にお
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いて，企業を受動的存在であると理論的にみなしている産業組織論に対する批

判的見解である。ただし，市場行動が市場構造を基本的に規定する関係である

とは述べておらず，相互規定関係であると考えていると思われる25）。したがっ

て，市場と企業の関係をめくるこの認識は，企業類型論とは異なっている。

　さらに，競争戦略論で論じている戦略は何に対して立てられるものであるか

というと，それは特定の事業分野に対して立てられているというのが特徴であ

る。企業は，競争戦略を特定の事業を行う際に，当該市場と自社組織に適合的

に策定する。企業が多事業統合企業であるとするならは，事業戦略レヘルの競

争を主要に取り上げているわけである。とくに『競争の戦略』では，その傾向

が強く，全社レベルを視野に入れて論じているのは，第皿部の「第14章垂直

統合の戦略的分析」と「第16章新事業への参入戦略」くらいのもので，それ

も企業戦略論を理論的枠組みにきちんと位置つけてはいない。彼が問題として

いるのは当該事業において企業がいかに持てる資源を動員して競争で優位に立

てるかを論じることにある。

　この問題意識は『競争優位の戦略』にも引き継がれ，企業の競争優位をいか

に実現するかについてより詳細に，論じられている。ただし，企業戦略レヘル

についても，かなりの分量をさいている。同書の「第皿部企業戦略と競争優

位」がこの分析にあてられ，事業単位間の相互関係や水平戦略の効用なとにっ

いての検討が行われている。そこでは，企業の多角化戦略が企業の競争優位を

形成する上で重要な役割を果たすと主張されている。

　ただし，ポーターの主要な関心は，企業の競争優位の構築をとのように図る

かであり，その具体的場面はやはり特定の事業分野である。これは，競争戦略

論がその名のとおり戦略を主要な検討対象としていることと関係しており，企

業の組織構造がどのようなものか，あるいはそれが戦略形成にどのような影響

を与えているかといった問題を論じようとしたものではない。競争戦略論は，

当然のことながら戦略問題を論じているのであって，組織問題はそれに必要な

限りで論じているといえよう。この戦略論に焦点を当て，企業理論を新たに発

展させたということが，ポーターの議論の基本的評価である。
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4）

5）

6）

7）

8）

9）

10）

11）

12）

13）

14）

15）

16）

17）

18）

19）

20）

21）

22）

23）

24）

25）

　岡本博公『現代鉄企業の類型分析』ミネルヴァ書房，1984年。

　同上，1ぺ一ジ。

　同上，4ぺ一ジ。

　同上，5～8ぺ一ジ。

　同上書を参照。

　同上，348～9ぺ一ジ。

　同上，349ぺ一ジ。

　M　E　Porter，0o肌ρθ肋びθ8肋確ツ，1980（土岐坤㊥中辻萬治1服部照夫訳

『競争の戦略』ダイヤモンド社，1982年）．

　乃〃．，p．129，同上邦訳，183ぺ一ジ。

　乃〃．，p，34，同上邦訳，55ぺ一ジ。

　乃〃．，p．34，同上邦訳，55ぺ一ジ。

　R　E　Caves　and　M　E　Porter，“From　Entry　Barr1es　to　Mob111ty

Barr1ers　Con］ectura1Dec1s1ons　and－Contr1ved－Deterrence　to　New

Compet1t1on”，Quarterly　Jouma1of　Econom1cs，Vo191，No2，May
1977．

　M．E．Portqr，Co肌二ρθ蝪oθλ由α械αgθ，1985（土岐坤⑧中辻萬治⑤小野寺武夫

訳『競争優位の戦略』ダイヤモンド社，1985年）

　乃〃．，p．38，同上邦訳，50ぺ一ジ。

　肋d．，p．39～43，同上邦訳，52～6ぺ一ジ。

　乃〃．，p．53～54，同上邦訳，68ぺ一ジ。

　乃〃．，p．58，同上邦訳，74～5ぺ一ジ。

　〃d．，p．318，同上邦訳，378ぺ一ジ。

　乃〃．，Chapter9．，同上邦訳，第9章参照。

　以上にっいては，坂本和一『現代巨大企業の構造理論』青木書店，1983年，53

～4ぺ一ジ参照。産業組織論については，J．S．Bain，加伽鮒乏αZ0グg

α沽α左1oπ，1st　ed．．1959，2nd　ed．，1968（宮沢健一監訳『産業組織論』上助下，

丸善，！970年），今井賢一他『価格理論皿』岩波書店，1972年，第IV部参照。

　坂本和一『現代工業経済論』有斐閣，1988年，114ぺ一ジ参照。

　ポーターの論考からそのように理解できる。
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第2節　企業研究における企業構造論と企業組織論

（1）坂本和一の企業理論

　1）企業構造論

　坂本和一は，『現代巨大企業の構造理論』（1983年）26）において，現代巨大企

業の構造と行動様式に関して，企業構造の階層性を分析枠組みの中心にして理

論展開を行っている。ただし，現代巨大企業の企業構造の総合的な分析は，経

営構造論と所有⑧支配構造論からの接近の両方が必要であるとしている。また，

経営構造及び所有⑧支配構造からの接近は，『現代工業経済論』（1988

年）27）では，組織構造と株式所有構造からの接近というように，表現上の修正

が加えられている。以下では，坂本の主張を後者の著作によって紹介する。

　組織構造分析の必要性を，これまでの企業研究の一般的状況から，次のよう

に説明している。新古典派経済学では，「企業は，①力学上の質点のように内

部組織を持たない存在であり，②短期的な利潤極大化という単一の行動原理に

基つく原子的な（消費者個人に対応するような）意思決定主体である」28）と理

解してきた。しかし，こうした状況に対する反省も現れ，ボーモル

（W．J．Baumo1）やマリス（R．Marris），ウィリアムソン（O．E．Wi11iamson）

のように利潤極大化原理ではなく売上高極大化原理などを重視したり，ペンロー

ズ（E．T．Penrose）や後期のウィリアムソンのように企業は階層的な内部組織

を持っているとの理解を示すようになっていることを指摘している29）。

　他方，マルクス経済学では，マルクス（K　Marx）が『資本論』において，

構造的⑧実体的側面を前提に企業（個別資本）を論じていたにもかかわらず，

その後はこうした側面の検討はあまりされずに，ヒルファディング

（R　H11ferd1ng）やレーニン（V　I　Len1n）のように株式会杜論⑧持株会社論な

どの株式所有構造論の側面を論じてきた。さらに，このマルクス経済学とは別

に，バーリ（A　A　Ber1e，Jr）とミーンス（G　C　Means）の『近代株式会社と

私有財産』（1932年）の流れである「所有と支配の分離」論からの研究では，

巨大企業の大株主支配から経営者支配への移行を主張し，マルクス経済学とは
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異なる結論を出しているが，株式所有構造の側面からの研究であることでは共

通していると指摘している。このように，組織構造論からの体系的な研究は十

分行われてこなかったと主張し，同書では主に組織構造論の側面を展開してい

る30）。

　さて，坂本は，現代巨大企業の組織構造を，現場活動単位→事業単位→巨大

企業そのものの三重の階層構造として理解している。そして，企業の組織構造

の特質は，企業が自ら運動する競争環境の中でそれに適応して存続するために

作り出されたのであり，そこには企業の競争様式が体制化されているという視

点が重要であると指摘している。また，一つの単位の資本として巨大企業を考

えると，それは，一株式会社の範囲を越えて，きわめて多数の子会社を含む一

大巨大企業グループを形成しているのだから，子会杜までも視野に入れた企業

クループとして，組織構造モテルを展開する必要があるとしている31（図3参

照）。

　　　　図3　現代巨大企業の組織構造モデルー事業部制組織と子会社組織

　　　　　　　　　社長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔多事業統合単位〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（独立経営子会社）
　　　　本社スタツフ全社共通部門一。　十

羊　麟部　γ率麟臓部劇
　　　　㍗部羊、羊
　　　　研究所1　製造所　：冨業所1　　　　　　　　　　　　　　　〔現場活動単位〕
　　　　　　；　（工場）　：　　　　‘
　　　　　（研究　　　　（製造　　（販売
　　　　　子会社）　　子会社）　子会社）

　出所）坂本和一『現代工業経済論』有斐閣，1988年，117ぺ一ジ，図4－2

　各レベルの組織構造と競争様式の関係は，次のように整理される。現場活動

単位は，生産，販売，研究開発の各活動単位が存在するが、最もその特質を体

現しているのは生産単位である。生産単位レヘルの組織構造（生産システム）

は，自動制御型璽大量生産型機械体系，工場結合体，オンライン情報処理シス

テムを導入した生産管理システムなとから構成される生産技術システムと，資
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本への労働の実質的包摂がよりいっそう深化している生産関係から説明される。

このレベルの組織構造は，製晶の晶質向上と生産コスト低減をめくる競争を体

制化璽組織化したものである。何故なら，企業はこの競争を組織化し，企業間

競争を行うことによって，特別利潤を獲得しようとするからである32）。

　事業単位レベルの組織構造の特徴は，原材料調達，生産，販売，研究開発の

各現場活動単位が事業目的別の垂直的統合体を形成していることと，それが機

能別部門組織ないし機能部制組織の形態をとっていることである。このレベル

の組織構造は，垂直的統合システムを基盤として現代巨大企業間の市場支配を

めくる競争を体制化⑧組織化したものである。とくに，企業は商晶生産社会で

決定的に重要な販売市場の機能を組織化することによって，市場支配を実現し

ようとする33）。

　巨大企業全体レヘルの組織構造の特徴は，事業が製晶的，地域的に多種類に

わたって営まれる多角的な事業構造，すなわち多事業統合体であることと，そ

れが事業部制型組織構造であることである。このレベルの組織構造は，個々の

事業単位レヘルの市場支配力を総合して，成長率をめくる競争を体制化⑱組織

化している。これは，製晶にはライフサイクルがあるため，個々の事業に巨大

企業の持続的成長を立脚させえないからである。具体的には，新分野に事業展

開するか，新地域とくに国外に事業展開，いわゆる多国籍化するかになる触）。

2）企業組織論と戦略

　坂本和一の『I　BM一事業展開と組織改革一』（1985年）35）は，企業組織の

改革について具体的に分析している。ここでの導きの糸は，チャンドラー

（A　D　Chand1er　Jr）の「組織は戦略にしたがってつくられる」という命題で

ある。

　『I　BM』では，チャンドラー命題によって，I　BMの第二次世界大戦後の

事業構造の展開と組織構造の改革のタイナミスムを提示している。もちろん，

チャンドラー命題への批判的見解の検討も，次のように行っている。組織構造

は，チャンドラー命題が指摘するほど経営戦略，したがってまた経営環境に対

して順応性はなく，むしろそれ自体の発展論理が作用しており，それが経営戦
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略の形成に制約を与えるとしたクレイナー（LEGre1ner）の批判を取り上げ

ている。また，経営戦略と組織構造の関連は，チャントラー命題とは逆に「戦

略が組織にしたがう」としたアンゾフ（H．L．Ansoff）の批判を取り上げてい

る。しかし，経営戦略と組織構造の関連を大きな企業発展の流れの中で見る場

合，依然としてチャンドラー命題は有効性があるというのが，批判的見解に対

する彼自身の見解である36）。

　そして，同書ではもう一つの視点，すなわち市場構造論的視点を導入してい

る。市場構造や新しい産業が，事業構造の展開に新しい作用を及ほしている側

面を重視しているからである。こうして，企業の内部構造，すなわち事業構造

と組織構造のダイナミズムと産業発展のダイナミズムの統一的理解をはかって

いる37）。

　同書はこうした課題を明らかにしているが，その問題意識を次のように説明

している。企業史研究，とくに企業組織史研究は，チャンドラーが『経営戦略

と組織』（ユ962年）鎚）において明らかにした，いわゆる集権的な機能部制組織

から分権的な事業部制組織への組織改革への移行でストップしている。こうし

た状況に対して，事業部制組織のその後の展開⑧再編成への研究をはかること

にしたわけである。すなわち，事業部制組織が実際に運用されていくプロセス

の具体的な問題や，事業部制組織そのものが原理的にもつ問題点をリァルに明

らかにすることである39）。その結論は，I　BMは，製晶別，地域別（アメリ

カ国内と国外）および機能別（開発⑧製造と販売）の事業部制を混在させた複

雑な仕組みをもっており，どのタイプの事業部制を柱にするかによって絶えず

再編成を繰り返しているというものである。

　次に取り上げるのは，『コンピュータ産業一ガリヴァ支配の終焉一』（1992

年）40）である。同書は，コンピュータ産業の構造変動を競争戦略論的視点から

次のように論じている。IBMが市場支配を実現できたのは，コンピュータ技

術の蓄積という技術基盤は確かにあったが，それよりもコンピュータをパンチ⑧

カード⑧システムの「代替」製晶ではなく「延長拡大」製晶として販売すると

いうマーケティング戦略や，パンチ⑧カード箇システムのレンタル収入と長期
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借入金に依拠できたという資金調達基盤がより大きな要因であり，決定的であっ

たのは「製晶間の非互換戦略」という製晶戦略であった。これに対して，競争

企業は，I　BM直接対決型非互換戦略，I　BM対決回避型非互換戦略，I　BM

互換戦略，オープン⑧システム化戦略などをとり，現在では，市場がオープン

化，タウンサイジンク化しているため，競争企業の競争力がこれまでになく高

まっている41）。

　こうして同書は，グローバル産業化しているコンピュータ産業の市場支配に

成功してきたカリウァ企業であるI　BMの競争戦略とそれに対抗してきた競争

企業の競争戦略を軸に，各時代（世代）の同産業のあり様を提示している。

（2）坂本の企業理論の評価

　坂本は，『現代巨大企業の構造理論』および『現代工業経済論』において，

企業組織の階層性を具体的に明らかにしている。企業組織の各階層を競争様式

の体制化として理解しているのが特徴であるが，この企業組織の重要性に注目

したのは，いうまでもなくチャンドラーである。すでに上述したように，チャ

ンドラーは『経営戦略と組織』において，集権的な機能部制組織から分権的な

事業部制組織への移行の経営組織上の決定的重要性を明らかにしている。また，

「組織は戦略にしたがってっくられる」という有名な命題を視点の中心におい

ている。坂本は，このチャンドラーの業績を念頭におきながら，企業組織の階

層性とそれをもたらす競争様式の体制化を明らかにした。

　では，企業組織が階層化される理由をどのように考えているだろうか。この

手がかりはウィリアムソンの『市場と企業組織』（1975年）42）にある。ウィリ

アムソンは同書において，「組織の失敗の枠組」を提示し，市場と内部組織の

トレードオフ関係を論じているが，市場に対する企業組織の優位性を、①限定

された合理性の節約、②少数性、③不確実性の減少、④情報の偏在の克服、⑤満

足すべき取引の雰囲気の発生に見ている。坂本は、この議論を念頭において競

争様式の体制化⑧組織化を論じている。坂本自身のちに，「コース／ウィリア

ムソン型企業組織モテルの検討」（1992年）43）において，生産システム論、製
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晶販売市場論，企業戦略論の欠如を指摘ながらも、ウィリァムソンの企業論を

高く評価している。

　以上からわかることは，企業構造論の第1の特徴は，現代巨大企業の組織構

造を現場活動単位→事業単位→巨大企業そのものの三重の階層組織として捉え，

それぞれの階層は，競争環境に適応するために競争様式，すなわち企業間の競

争関係を体制化⑧組織化しているということである。企業構造論は，企業組織

の階層性を論じるだけでは静態的にならさるをえないところを，競争様式の体

制化を導入することでダイナミズムを与えようとしたわけである。

　第2の特徴は，組織構造への競争関係の体制化を論じてはいるものの，競争

関係そのものを明らかにしているわけではないということである。企業組織，

それが単独であろうと企業グループ三として編成されようと，それ自体の組織構

造の分析を行っているのが企業構造論であって，企業間関係を論じたものでは

ない。

　第3の特徴は，経営戦略の問題について十分に展開しているわげではないと

いうことである。企業組織はいかなるものであるか，それはどのような市場に

おける競争を階層化したものであるかに焦点が当てられており，企業の戦略そ

のものを，十分に展開して論じているわけではない。

　次に，戦略問題を独自に取り上げたのは『I　BM』においてである。同書で

は，「戦略は組織にしたがってつくられる」というチャンドラー命題を導きの

糸として，I　BMの企業組織の改革をあとづけているわけで，経営戦略が企業

組織の変化をもたらすものとして描かれている。その上で，市場構造論的視点

の導入を行っている点が，チャンドラーとの相違であると主張している。しか

し，チャントラーは戦略を論じる際に市場の具体的問題を指摘しており，市場

構造論的側面の重視の思義は明確ではない。言い換えれは，市場と戦略の関係

についての見解が述べられていないため，その相違が十分説得性を有していな

いということである。

　また，組織と戦略の問題を取り上げているものの，I　BMという個別企業を

対象にして論じている。つまり，事業部制組織形成後の一企業における戦略と



現代企業の戦略と組織構造 65

組織のあり様について論じたのであって，企業間関係論的に論じたものではな

い44）。

　企業間関係の視点を入れて，戦略の問題を論じたのは『コンピュータ産業一

ガリヴァ支配の終焉一』である。ここではすでに紹介したように，ポーターの

競争戦略論の視点を導入して，コンピュータ企業の競争関係を明らかにしてい

る。同書の第1の特徴は，それまでの個別企業あるいは企業グループのあり様

を論じるというスタイルとは異なり，企業間関係を問題にする現代産業分析と

なっていることである。第2の特徴は，競争戦略と企業組織の階層性の関係を

明示的に論じてはいないということである。

　競争戦略論において，企業組織の問題は必要な限りで論じているにすきなく，

同書は，これを基本的前提として，コンピュータ産業分析を行っている。しか

し，コンピュータ産業に参入している企業には多様な企業が存在しており，コ

ンピュータ事業の位置っけが企業戦略上あるいは企業組織上において同じでは

ない。コンピュータ産業は、この点を踏まえた上で，展開する必要があると考

える。すなわち，産業分析を行う際に，参入している企業の当該事業が，企業

組織のとこに位置っいているかを分析枠組みに入れる必要があるということで

ある。

　この点に関しては，経営戦略論において，企業戦略と事業（別）戦略の区別

の必要性がこれまでも議論されている45）。土屋守章は，経営戦略を企業全体

レヘルと事業単位レヘルによって区別することが重要であるとしている。この

時，企業戦略は事業領域の選択，獲得すべき経営諸資源の明確化が主な内容で

あり，「事業別戦略」は，企業戦略によって課せられる事業毎の目的（例えば，

利益重視か市場シェア重視，事業拡大カ）縮小か撤退）によって内容が異なるが，

競争企業との対抗関係がこのレヘルの戦略においてもっとも重要な問題である

としている。

　ただし，経営戦略論では戦略の階層性の認識はすでにあるが，それと企業組

織構造を関連させて十分に論じているわけではない。したがって，戦略と企業

組織のそれぞれの階層性を組み込んだ企業理論にする必要があり，またそのよ
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うな企業論的視角から産業分析を行うことが求められているということであ

る。

26）

27）

28）

29）

30）

31）

32）

33）

34）

35）

36）

37）

38）

39）

40）

41）

42）

43）

44）

45）

　坂本和一『現代巨大企業の構造理論』青木書店，1983年。

　坂本和一『現代工業経済論』有斐閣，1988年。

　同上，110ぺ一ジ。

　同上，111ぺ一ジ。

　同上，111～3ぺ一ジ。

　同上，117～20ぺ一ジ。

　同上，121～4ぺ一ジ。

　同上，124～7ぺ一ジ。

　同上，128～32ぺ一ジ。

　坂本和一『I　BM一事業戦略と組織改革一』ミネルヴァ書房，1985年。

　同上，8～11ぺ一ジ。

　同上，11ぺ一ジ。

　A．D．Chandler，Jr，8舳確ツα〃8舳c鮒θ，1962（三菱経済研究所訳『経営

戦略と組織』実業之日本社，1967年）．

　坂本和一，前掲書，4～5ぺ一ジ。

　坂本和一『コンピュータ産業一ガリヴァ支配の終焉一」有斐閣，1992年

　同上，15～26ぺ一ジ。

　OE　W1111amson，〃α油眺α〃H乙θrαグc肋s，1975（浅沼萬里⑧岩崎晃訳

『市場と企業組織』日本評論社，1980年）

　坂本和一「コース／ウィリアムソン型企業組織モデルの検討一The　Theory　of

the　FirmからThe　Theory　of　the　Enterpriseへ一」『立命館経済学」第41巻第

1号，1992年4月。

　以上の評価は，坂本和一『GEの組織革新一リストラクチャリングヘの挑戦一』

法律文化社，1989年にも基本的に当てはまる。

　土屋守章編『現代の企業戦略（現代経営学②）」有斐閣，1982年，8～13ぺ一

ソ。加護野忠男「第1章経営戦略とは何か」石井淳蔵⑤奥村昭博⑧加護野忠男⑧

野中郁次郎『経営戦略論』有斐閣，1985年では，生産戦略，マーケティング戦路

研究開発戦略，財務戦略，人事戦略を縦軸に，各事業戦略を横軸にした経営戦略

のマトリックス構造を描いている。これは経営戦略を機能別と事業別に区別した

考え方である。
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第3節　現代半導体企業の分析枠組み一戦略と組織構造一

（1）半導体企業の類型

　本節の課題は，現代半導体企業の戦略と組織構造を明らかにする分析枠組み

を提示することであるが，まず半導体産業を構成する諸企業がどのようなもの

であるかを，企業類型分析によって提示することから始める。これは現代半導

体企業論を提示する上で，企業の具体的な存在形態を確認するためである。

　半導体産業に参入している企業を類型化する基準をどこに設けるかであるが，

第1の類型基準は，製晶構成になる。半導体市場において主要な製晶の分類は，

メモリ，MP　U，MO　Sロジック，バイポーラデジタル，リニア，混成I　C，

個別半導体46）であるが，重要な製晶は始めの3つのMO　S　I　C製晶47）である。

そこで，具体的な類型基準は次のようになる。①MO　S　I　Cの生産比率が高い

かどうか，②MO　S　I　Cのうちメモリ，MPU，MO　Sロジックのいずれかの

生産比率がとくに高いかどうかである。数量的指標は，とりあえず両方とも50

％としておけば，イメージが得られるであろう。後者の基準はMO　S　I　Cの中

でいずれかの製晶に特化した形で集中的に生産しているか，そうではなく，い

ずれの製晶もかなり生産しているかといういわばフルライン生産しているかと

いうことである。

　この類型基準から，次のような企業類型が析出される。1っめはMO　Sフル

ライン企業であり，典型的企業は日本電気，東芝，モトローラ，T　Iなとであ

る。2っめはMO　S特定製晶集中企業であり，典型的企業はインテル，AMD，

三星電子なとである。3っめは，非MO　S企業であり，典型的企業は松下電子

工業，ソニー、ロームなどである。

　第2の類型基準は，半導体事業がそれぞれの企業の組織構造上とのような位

置にあるか，そして半導体企業がどのような組織構造を有しているかである。

すなわち，半導体事業が企業組織のとのレヘルで行われているかを類型基準に

している。具体的な類型基準は，①半導体事業を専業的に行っているか，事

業部門として行っているか，②半導体事業を開発⑧生産⑧販売のすべてにわたっ
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て総合的に行っているか，特定の部分だけを行っているかである。

　この類型基準から次のような企業類型が析出される。1っめは，半導体事業

が　事業部門にすきない多事業統合企業で，その典型は日本電気モトローラ，

三星電子，松下電子工業なとである。ちなみに，三星電子と松下電子工業であ

るが，前者は財閥の半導体事業部門であり，後者は松下グループの半導体事業

部門という位置つけを持たされている。2つめは，半導体事業を専業的に行っ

ている企業でしかも，開発爾生産㊧販売の全てを行っている企業であり，その

典型は，インテル，ロームなどである。3つめは，一半導体事業のいずれかの部

分，つまり開発事業だけを行っているか，開発と販売を行っているか，生産事

業だけを行っているかのいずれかに当てはまる企業で，その典型はアメリカの

開発専門企業，いわゆるファフレス企業や東南アソアの生産専門企業である。

　以上からわかるように，製晶構成基準で見た企業類型と企業組織構造基準で

見た企業類型では，諸企業の区分のされ方が異なっている。前者は半導体企業

の競争戦略そのものから論じることが出来るが，後者は半導体企業の競争戦略

がそれぞれの企業戦略上とのような位置にあるのかを視野に入れて検討する必

要がある。っまり，後者は半導体事業に関する競争戦略がうその企業の企業戦

略そのものと同一であるか，それとも事業戦略レベルであるかを踏まえて，検

討しなければならないということである。

　2つの企業類型の有効性であるが，前者は，市場における競争関係を直接的

に説明する際により有効であり，後者は。半導体企業全体の企業戦略を反映さ

せて具体的な市場競争を説明する際により有効である。両者の産業分析上の関

係については，次のように考えている。半導体産業における企業間関係を明ら

かにする上では，前者による企業類型分析がより規定的であり，後者による分

析は補完的である。

（2）半導体企業の戦略と組織構造の分析枠組み

では，半導体企業の戦略と組織構造の分析枠組みは，どのように設定するこ

とが有効であろうか。結論的に述べれば，半導体企業の組織構造のそれぞれの
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階層レベルにおいて，戦略とその組織構造の関係を明らかにしていくという展

開を行わなけれぱならない。戦略と組織の基本的関係については，筆者もまた

チャンドラーの「組織は戦略にしたがってつくられる」という命題にしたがっ

ている。この命題にしたがいながら，半導体企業の組織階層毎で戦略を論じ，

企業間関係的視点の企業組織論への導入を図っていくことが求められる。いわ

ば戦略の階層性の導入ということであり，チャンドラー流にいうと戦略的意思

決定と戦術的思思決定のレヘルの相違を理解するということである。ただし，

第2節ですでに指摘したように，経営戦略論では企業戦略と事業戦略の区別と

関連が指摘されており、こうした戦略概念理解を前提にして戦略の階層性とい

う表現を使用する。

　企業構造論が企業の組織構造は競争様式を体制化したものであるとし，企業

を三重の階層構造として組織論的視点から理解したものを，より動態化しよう

と意図したものである。さらに言えは，半導体産業は組織階層レベルを異にす

る諸企業から構成されており，そこでの企業間競争のあり様を十分に視野に入

れた企業構造論であるべきだと考えている。

　戦略と組織の関係について，筆者なりの整理をすると次のようになる。戦略

は，市場環境に適応しつつ，そこで競争上の優位を実現するための計画を策定

し，自社資源の配分を行うことである。組織は，この戦略にしたがって構築さ

れるわけで，組織とは思思決定プロセスの具体的経路であり，戦略を実現する

ために行われる企業活動を管理するための機構である。もちろん，戦略（とく

に企業戦略）を策定するのはトップ駐マネジメントの役割であるが，市場情報

は主に現場組織から集約され，その情報に基づいてトップが意思決定を行うの

であるから，戦略は組織にしたがう側面もある。そして，この戦略は階層性を

有しており争それぞれのレベルの組織は，各階層レベルの戦略にしたがって構

築されるわけである。

　ところで，半導体産業を分析する際には，製晶構成基準による企業類型分析

がより規定的であって，企業組織構造基準による企業類型分析は補完的であっ

た。しかし，半導体企業論として論じる場合には，企業組織構造の各階層がど
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のようなもので，そこでの戦略と組織の関係を論じるのであるから，製晶構成

基準で明らかになる市場における企業間競争は補完的位置つけになる。具体的

には，①企業の現場活動単位レベルにおける戦略と組織の関係，②事業単位レ

ベルにおける戦略と組織の関係，③巨大企業レベルにおける戦略と組織の関係

というようになるO

　以下では，半導体企業の戦略と組織構造の分析枠組みをごく簡単に素描して

おく。分析は，第1に半導体企業の生産体制48），第2に市場における半導体

企業の競争戦略49），第3に半導体企業の戦略と組織構造50）という順序で展開

することになる。

　第1の半導体企業の生産体制では，①製晶歩留りや経験効果などの視点から

の生産工程分析，②生産晶種構成やクローハル化を視野にいれた生産体制分析

等を行う。ここでは，半導体技術革新の特質である世代交替や投資の巨額化に

よる投資効率の低下の問題を取り扱う。したがって，ファフレス企業の台頭や

いずれかの製晶に特化した企業とフルライン企業のこのレベルでの競争力の問

題が視野に入ってくることになる。

　第2の市場における半導体企業の競争戦略では，メモリ市場やマイクロプロセノ

サ市場を対象にして，複数世代並行開発儘生産⑱販売体制の構築が競争関係にとの

ような影響をもたらしているのかの検討を行う。ここでは，フルライン戦略と集中

戦略の選択の問題，あるいは戦略的提携の問題なとを取り扱う。したがって，開発⑱

生産において集中戦略をとりながら，販売においては戦略的提携なとを利用して，

製晶展開ではフルライン化をはかる企業と，すべてを基本的にフルラインでやろう

としている企業の市場における競争戦略を問題にする。例えば，メモリ市場では，

フルライン化している日本企業とメモリに特化した韓国企業の競争関係の変化が問

題になる。マイクロプロセソサ市場では，この市場にかなり特化しているインテル

とその他の企業の競争関係が焦点になる。

　第3の半導体企業の戦略と組織構造では，半導体産業に参入している企業の

競争力を企業戦略レベルで論じる。ここでは，各企業における半導体事業の位

置づけが問題の焦点になる。半導体事業戦略が企業戦略全体にどのように関係
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しているかを明らかにするということである。具体的に言えば，エレクトロニ

クス巨大企業の　事業部門である半導体事業が，なぜ戦略的地位にあるのかを

論じることになる。さらに，こうしたエレクトロニクス巨大企業である日本企

業と，（モトローラやT　Iは異なるカ））半導体専業的なアメリカ半導体企業の

関係を論じることになる。

46）　日本電子機械工業会編『’91I　Cガイドブック」1991年，プレスジャーナル

　　社編『1993年度版日本半導体年鑑』1993年を参照。

47）　拙稿「半導体産業の寡占体制一競争的寡占体制分析一（下）」『立命館経済学」

　　第37巻第2号，1988年6月，皿章参照。

48）　半導体企業の生産体制に関しては，拙稿「半導体産業の寡占体制一競争的寡占

　　体制分析一（上）（下）」『立命館経済学」第37巻第1号及び第2号，1988年4月

　　及び6月，拙稿「半導体産業のクローハリゼーソヨン」『産業学会研究年報』第

　　5号，1990年参照。

49）　市場における半導体企業の競争戦略に関しては，メモリ市場については，拙稿

　　「半導体企業の研究開発体制」『立命館経済学』第40巻第4号，1991年10月，マイ

　　クロプロセッサ市場にっいては，拙稿r半導体企業のマイクロプロセッサ事業戦

　　略」『経済科学論集』（島根大学）第19号，1993年2月参照。

50）　半導体企業の戦略と組織構造に関しては，拙稿「エレクトロニクス巨大企業に

　　おける半導体事業」『立命館経済学」第40巻第1号，1991年4月参照。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1994年2月5日脱稿）


